
別紙様式２号

整備事業
Ⅰ 産地競争力の強化を目的とする取組用

（三重県 平成27年度）

メ
ニュー
①

メ
ニュー
②

事業内容 事業費

備考

（円）

（工種、施設区
分、構造、規
格、能力等） 交付金

都道
府県
費

市町村費 その他

津市

三重中
央農業
協同組
合

土地利
用型作
物
（麦）

は種前
契約の
契約数
量が
５％以
上増加

600t 665t 688t 537t 750t -42%

播種前契約数量が
537tと63ｔ減少し、
目標達成には至らな
かった。

土地利
用型作
物
（麦）

１等比
率を事
業実施
年度の
前７中
５平均
の値と
比べて
１５ポ
イント
以上改
善

(7中5
平均)
74.6%
90.3% 94.2% 81.0% 90.0% 41.5%

1等米比率の改善が
6.4％に留まり、目標
達成に至らなかっ
た。

乾燥調製貯蔵施
設

大型循環式
乾燥機
(60t小麦)

湿式集塵装置
(1080㎥/min)

籾摺機
(2.6t/h小麦)

縦型粒選別機
(2.6t/h小麦)

ﾌﾚｺﾝ計量機
(10袋/h)

色彩選別機
(2.6t/h小麦)

ﾊﾟｯｸｽｹｰﾙ
（屑麦用
/4 t/h小麦

199,374,000 89,951,000 0 44,975,000 64,448,000 H25.12.17

久居・一志地区において「タマイズミ」を栽培してきた
が、品質・収量の改善に向けて、平成２５年産から「あ
やひかり」への品種転換を行った。
しかし平成２７年に民間流通地方連絡協議会において単
収設定の見直しが行われたことにより、当初計画してい
た数量に達成することができなかった。
また、平成２７年度においては収穫時の天候不良の影響
により、麦の収穫作業が遅れ、形質不良や穂発芽が見受
けられ、一部二等という結果となり、一等比率は下がっ
た。
このことを踏まえ、天候不良による収穫作業の遅れを改
善するため、排水対策を徹底するよう取り組むことが必
要である。
引き続き、事業導入施設を利用し、栽培技術の向上によ
る収量の増加について取り組み、面積拡大の推進をする
とともに、適期収穫、適正な乾燥調製作業により、高品
質麦の安定生産に努め、担い手生産農家の経営安定を目
指していく。

1等比率については、気象条件の要
因により低下したものの、今後は播
種前のチゼル深耕による土壌環境の
改善などにより品質の向上を目指
す。
またこの地域で作付けされている
「あやひかり」は実需からの増産要
望が非常に強い品種なので、今後も
その要望に応えるため、播種前契約
数量の増加を図っていく。

伊賀
市

伊賀北
部農業
協同組
合

土地
利用型
作物
(稲
（新規
需要米
を除
く)）

１等米
比率を
１２ポ
イント
改善

(7中5
平均)
53.3%
71.0% 79.1% 71.4% 65.0% 154.7%

1等米比率が18.1％
向上し、目標達成。

土地
利用型
作物
(稲
（新規
需要米
を除
く)）

高温耐
性品種
の作付
割合の
向上

0%
(0ha/
597ha)

0.4%
(2.8ha
/595ha
)

0.5%
(3.37h
a/593h
a)

0.5%
(3.2ha
/568ha
)

3.0%
(17.91
ha/597
ha)

16.6%

高温耐性品種の作付
割合が0.5%に留ま
り、目標の達成には
至らなかった。 共同利用

施設

給袋機
(ﾊﾟｯｶｰ)
1機
(処理量
7.2t/h)

9,366,000 4,198,000 0 0 5,168,000 H26.1.24

27年産水稲の伊賀地域の作柄は98で、この影響もあり、
阿山ＲＣの荷受実績は、20,427袋と近年では最低の実績
となった。しかしながら、１等比率は阿山地区全体で
71.4％、阿山ＲＣでは前年と同様100％と目標数値を上
回る結果となり、販売状況も前年より早いペースで出荷
対応を行った。
また、高温耐性品種の作付は、前年産を下回る作付面積
となった。高温耐性品種（三重２３号）の取組要件とし
て、安心食材の認定取得、作付規模（1ha以上の取組）
要件等があることが要因と考えられ、伸び悩んでいる。
今後、こうした状況の改善策を探りつつ、作付推進をよ
り一層強化するとともに28年産でも外観品質に優れる良
食味品種であること等ＰＲを行い、29年産で目標面積に
近づけたい。

高温耐性品種の作付拡大について、
成果目標を下回ったため、次年度
も、引き続き、具体的な取組方策の
作成・提出を求め指導するとともに
高温耐性品種の栽培技術指導や新規
取組者確保推進等を連携して実施
し、目標達成に向け、指導・支援し
ていく。

伊賀
市

伊賀北
部農業
協同組
合

土地
利用型
作物
(稲
（新規
需要米
を除
く)）

１等米
比率を
１０ポ
イント
改善

(7中5
平均)
66.4%
77.3% 62.4% 68.3% 76.4% 19.0%

1等米比率の改善が
1.9％に留まり、目
標達成には至らな
かった。

土地
利用型
作物
(稲
（新規
需要米
を除
く)）

高温耐
性品種
の作付
割合の
向上

0.1%
(1.34h
a/905h
a)

0.5%
(5.25h
a/893h
a)

0.5%
(4.61h
a/888h
a)

0.5%
(4.5ha
/877ha
)

1.1%
(10.31
ha/905
ha)

40.0%

高温耐性品種の作付
割合が0.5%に留ま
り、目標達成には至
らなかった。

産地管理
施設

色彩選別機
1機

(処理量8t/h)

47,523,000 21,900,000 0 0 25,623,000 H26.1.24

上野南ＲＣの27年産の１等比率は100％であったが、上
野南管内の地場検査では45.9％と低くなった結果、全体
では68.3％の実績となった。その要因としては、登熟期
の高温及び収穫時期の天候不順等により、カメムシによ
る斑点米や基部未熟粒、乳白粒等の発生が例年より増加
したことが考えられる。また、ＲＣの玄米袋数は14,485
袋となり、作柄が悪かったことが影響し、前年産より減
となった。ただし、生籾の荷受重量はほぼ前年並みの実
績であった。
高温耐性品種の「三重２３号」は、高温耐性があり白未
熟粒の発生が少ないため、品質向上に寄与したが、上野
南地区での27年産作付けは4.5haであった。高温耐性品
種（三重２３号）の取組要件として、安心食材の認定取
得、作付規模（1ha以上の取組）要件等があることが要
因と考えられ、伸び悩んでいる。今後、こうした状況の
改善策を探りつつ、作付推進をより一層強化するととも
に28年産でも外観品質に優れる良食味品種であることの
ＰＲを行い、29年産で目標面積に近づけたい。

色彩選別機を導入した上野南ＲＣの
1等比率は100％となり、導入効果は
十分あったが、地場検査での1等比
率が低くなった結果、全体では目標
を達成することができなかった。そ
のため今後は管内生産者に周知を行
い、施設利用率の向上を図るととも
に、有機物資材の施用、生育期後半
の肥効を高めた高温対策用肥料の導
入を進め、管内の一等米比率の向上
を図っていく。
また高温耐性品種の作付拡大につい
ては、成果目標を下回ったため、引
き続き具体的な取組方策の作成・提
出を求め指導するとともに高温耐性
品種の栽培技術指導や新規取組者確
保推進等を連携して実施し、目標達
成に向け、指導、支援していく。

伊賀
市

株式会
社伊賀
の里モ
クモク
手づく
り
ファー
ム

野菜
（イチ
ゴ）

秀品そ
の他品
質の上
位規格
品の割
合の増
加

62% 60% 65% 66% 77% 26%

春先のハダニ被害の
多発による品質低下
の影響により、秀品
率は微増にとどま
り、目標達成には至
らなかった。

野菜
（イチ
ゴ）

全出荷
量に占
める加
工向け
または
外食・
中食向
けの割
合

50% 48% 69% 70% 75% 80%

ハダニ被害と既存ハ
ウス倒壊により計画
どおりの収量が確保
できなかった中で、
一定量の需要がある
生食用向けを優先的
に確保したことか
ら、加工・外食用に
多くを仕向けられな
かった。その結果、
70％まで増加した
が、目標達成には至
らなかった。

低コスト耐候性
ハウス（2棟、
1555.2㎡、1098
㎡

56,175,000 26,750,000 0 0 29,425,000 H25.11.30

春先のハダニ被害の多発による品質の低下が、秀品率
の低下を招いた。
また、いちごの加工向け生産は、年々増加しているも
のの、本年度は補助事業対象外の既存ハウスの台風被害
により、予定していた生産量が確保できなかったため、
一定量の需要がある生食用向けを優先的に確保した結
果、加工・外食用に多くを仕向けられなかった。そのた
め、増加は微増にとどまった。加工・外食向け生産は、
次年度の達成が見込まれる。

低コスト耐候性ハウスの導入効果は
十分にあったが、ハダニの発生等、
技術的に改善しなければいけない課
題も依然残っている。これまでも技
術的支援を進めてきたが、今後はさ
らにそれら技術的な課題が解決され
るよう、指導を重点的に進め、引き
続き目標達成に向け指導、支援して
いく。

42%
総合
所見

都道府県事業実施状況報告書及び評価報告書

完了年月日

達成率

目標値
（平成
２７
年）

目標値
（平成
２７
年）

達成率

（対象
作物・
畜種等
名）②

計画時
（平成
２４
年）

１年後
（平成
２５
年）

都道府県平均
達成率

平均達成率は42％となり、ほぼ全ての取り組みで目標が未達成となっている。近年の異常気象の多発など、厳しい生産状況が及ぼす影響が大きいが、今後も目標を達成するため、適切な指導を行う。

成果目標の具体的な
実績①

（対象
作物・
畜種等
名）①

市町
村名

事業実
施主体
名

事業実施後の状況①

３年後
（平成
２７
年）

１年後
（平成
２５
年）

２年後
（平成
２６
年）

成果目
標の具
体的な
内容①

負担区分（円）

成果目標の具体的な
実績②

事業実施主体の評価

３年後
（平成
２７
年）

都道府県の評価

２年後
（平成
２６
年）

計画時
（平成
２４
年）

成果目
標の具
体的な
内容②

事業実施後の状況②


